
資料２－１

管理体制における現状分析と課題管 体制 おけ 現状分析 課題



○下水道の整備方針を定めて、下水道施設の建設計画を立て、施設の調査・設計、施工を行うとともに、下水道への接続指導や

下水道事業の基本的な流れ（現状）
管理
体制

使用料徴収等を含め、継続的な下水処理のための施設の運転、維持管理を実施。

○これらの業務の実施に当たり、「政策判断」、「政策形成」、「業務管理」は本来、下水道管理者（地方公共団体）が行うべきものと
考えられる。 （一般業務の多くは民間委託により補完されているところ。）

区分 主な業務内容
○政策判断

【首長・公営企業管理者】
○政策形成

【下水道部局長（課長）】
※政策形成の実施にあたって必要
な判断を含む。

○業務管理
【建設・管理課等
の課長・係長】

○一般業務
【処理場・事務所等

の一般職員】

・計画区域の設定
・計画人口や計画汚水量等の決定
・管路や処理場・ポンプ場の配置や能力
等の決定

・5年程度の間に実施予定の建設計画
の策定

・市全域の下水道の整
備方針の決定

・建設計画の企画・立案

・整備方針・建設計画策
定に必要な業務の管理

・整備方針・建設計画策
定に関する調査検討の
実施

・整備方針の企画・立案

・5年程度の間に実施予
定の建設計画の決定

① 計画

・建設計画に位置づけられた個々の管
路、処理場等の整備に必要な現地調
査（土質・家屋・交通等の把握）の実施

・管路、処理場等の詳細な位置、工法等
の決定、工事費の算出

管路 処理場 ポンプ場の建設工事の

・調査・設計等の実施に
必要な業務の管理

事 実施 必 な業

・調査設計等の実施・調達方針の決定 ・調達方針の企画・立案

・調達方法、調査・設計
方針の決定

・調達方針の企画・立案

② 調査・
設計

・管路、処理場・ポンプ場の建設工事の
実施

・処理場・ポンプ場の運転、管路や処理
場等の清掃・点検・調査・修繕等の実
施

・工事の実施に必要な業
務の管理

・施設の点検・調査・清掃・
修繕等の実施

・処理場等の運転管理

・調達方針の決定
・調達方針の企画・立案
・調達方法、工事方針の
決定

・調達方針の決定
・調達方針の企画・立案

・調達方法、維持管理方
針の決定

・維持管理の実施に必要
な業務の管理

・工事の実施③ 施工

④ 維持
管理

・将来水量の予測、必要経費の算出、使
用料体系の検討、使用料単価の決定、
使用料徴収の実施

・接続促進、排水設備工事の指導

事業 排水 備 排水

･使用料設定の判断

・使用料の強制徴収の
判断

・使用料（案）の作成

・強制徴収に係る方針
の立案・徴収事務

・使用料徴収の実施に必
要な業務の管理

・強制徴収事務の補助

・使用料徴収の実務
（集金等）

・強制徴収の実施に必要
な業務管理

・放流水質の決定 ・放流水質に係る方針
の立案

・水質管理実施に必要な
業務管理

・水質管理業務の補助

⑤
使用料
徴収

水質
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・工場・事業場排水設備の届け出、排水
の監視・指導

・流入・放流水質の管理

・排水設備、事業場排水
の改善等の命令に関
する判断

・排水設備、事業場排水の
改善等の命令に係る方
針の立案・改善指導

・排水設備、事業場排水等の
指導事務の補助に必要な
業務管理

・排水設備、事業場排水等
の指導事務に関する補助

の立案 業務管理

※表中【 】は、地方公共団体における実施者の役職のイメージ。※表中【 】は、地方公共団体における実施者の役職のイメージ。 本来自治体が行うべき業務本来自治体が行うべき業務

⑥
水質
管理



下水道事業の基本的な流れ（具体的な事業の進め方）
管理
体制

○地方公共団体は、自らあるいは補完者による適切な補完を受けて、業務の各段階で方針の決定、民間企業への業務発注、業務実施、管

理・監督、成果の確認等を実施してきた。

○これまでの普及拡大が中心の時代にあっては、施設建設を目的とした計画策定、調査・設計、施工が主であり、政策判断、政策形成、業務

管理等は各種指針等にもとづき標準化、一般化された業務が多い状況にあった。

○政策形成： 市全域の下水道整備方針の企画・立案
⇒ 自治体、JSや都道府県

○政策判断 上記整備方針 下水道事業開始の決定

１．計画
自治体

２．調査・設計 自治体

○政策形成： 管路、処理場等の整備に必要な現地調査や
工事設計等の調査・設計方針の企画・立案

⇒ 自治体 JSや都道府県

下水道施設計画・設計指針と
解説（下水道協会）等

下水道施設計画・設計指針
と解説（下水道協会）等

○政策判断： 上記整備方針、下水道事業開始の決定
⇒ 自治体

○政策形成： 5年程度の間に実施する建設計画の策定業務に
ついて発注方針・発注条件の決定、業務の発注

⇒ 自治体、JSや都道府県
○一般業務： 上記計画案の策定 ⇒ コンサルタント

⇒ 自治体、JSや都道府県
○政策判断： 入札方法等調達方針の決定 ⇒ 自治体
○政策形成： 上記調査・設計に必要な業務の発注方針・

発注条件の決定
⇒ 自治体、JSや都道府県

○一般業務： 上記調査・設計の実施

JS
都道府県

○一般業務： 上記計画案の策定 ⇒ コンサルタント
○業務管理： 業務の進行管理、業務内容の指示、

成果物の確認 ⇒ 自治体、JSや都道府県
○政策判断： 上記計画の決定 ⇒ 自治体

○ 般業務： 上記調査 設計の実施
⇒ コンサルタント

○業務管理： 進行管理、業務内容の指示、成果内容の
確認等 ⇒ 自治体、JSや都道府県

JS
都道府県

※JS：日本下水道事業団、下水道協会：(公社)日本下水道協会
※吹き出しは、主な指針等を表す。

計画
調査・
設計

３．施工

４．維持管理 （④維持管理の例）
○政策形成：管路、 処理場等の建設工事実施方針の決定

⇒ 自治体 JSや都道府県

自治体下水道維持管理指針
（下水道協会）等

下水道用設計積算要領
（下水道協会）等

※吹き出しは、主な指針等を表す。

施工
維持
管理

○政策形成： 処理場等運転管理業務や管路の修繕等
業務等内容の決定 ⇒ 自治体

○政策判断： 入札方法等調達方針の決定 ⇒ 自治体
○政策形成： 維持管理業務の発注方針や発注条件の決定

⇒ 自治体
○ 般業務 維持管理業務 実施

⇒ 自治体、JSや都道府県
○政策判断： 入札方法等調達方針の決定 ⇒ 自治体
○政策形成： 上記工事に関する発注方針・発注条件の決定、

工事の発注 ⇒ 自治体、JSや都道府県
○一般業務： 管路、処理場等の建設

⇒ 建設業者（土木 建築）
○一般業務： 維持管理業務の実施

⇒ 施設管理業者、管路管理業者
○業務管理： 維持管理業務の現場監督、

履行状況の確認等 ⇒ 自治体

⇒ 建設業者（土木、建築）
⇒ 施設業者（電気、機械）

○業務管理： 工事の進行管理・現場監督・検査、地元住民
との調整 ⇒ 自治体、JSや都道府県

自治体

JS
都道府県

※⑤使用料徴収、⑥水質管理は省略
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現在の下水道事業の補完者（日本下水道事業団）
管理
体制 【参考】

○ 日本下水道事業団（ＪＳ）は、特別な法律（日本下水道事業団法）に基づき昭和47年に設立（現在は47都道府県が出資）○ 本 水道事業団（ ） 、特別な法律（ 本 水道事業団法） 昭和 年 設 （現在 都道府県 出資）

○ 平成15年からは地方公共団体の共通の利益となる事業を実施する「地方共同法人」としての位置付け

○ 地方公共団体の下水道技術者のプール機関として、以下の業務を実施

・処理場、ポンプ場、幹線管きょの建設（H24年度 406箇所 1,402億円）

・下水道施設の設計（H24年度 280箇所 55億円）、長寿命化計画策定等（H24年度 367件 45億円）

・主に地方公共団体職員を対象とした研修の実施（H25年度 6コース40専攻）

・調査研究（H24年度 国・地方受託研究 25件 3.7億円、共同研究等 38件 1.3億円）

○ 公的発注機関 位置付け○ 公的発注機関の位置付け

・入札談合等関与行為防止法の対象、中央公共工事契約制度運用連絡協議会の会員、入札差金については清算により地方公共団体に返還（税金を競争的に使
用する仕組み）

○ ＪＳ職員は「みなし公務員」（刑法その他の罰則の適用について）

ＪＳへの業務委託 技術職員538名の内訳

○各種専門スタッフ（技術者 約540名）

○蓄積されたノウハウ（約1400処理場建設）

地方公共団体
（下水道事業主体）

地方公共団体
（下水道事業主体）

○蓄積されたノウハウ（約1400処理場建設）

○豊富な技術基準類（約130の基準を整備）

○人材育成も実施（のべ約60,000人を研修）

再雇用（自治体等出身）：112名

再雇用（民間出身）：32名

再雇用（自治体等出身）：112名

再雇用（民間出身）：32名

ＪＳ不足
部分

支援要請（委託）

ＪＳ不足
部分

支援要請（委託）
プロパー：248名

自治体等からの出向：146名

再雇用（自治体等出身） 名

プロパー：248名

自治体等からの出向：146名

再雇用（自治体等出身） 名

33ホームページ: https://www.jswa.go.jp/

○専門技術者の不足

○下水道のノウハウの不足

○各種基準類の不足 民間企業

公的発注

業務管理

自治体等からの出向：146名自治体等からの出向：146名



現在の下水道事業の補完者（下水道協会、下水道機構）
管理
体制

○（公社）日本下水道協会（JSWA）は、地方公共団体の要望により互助会的な組織として昭和39年4月に設立、平成24年4月に

【参考】

公益社団法人へ移行。正会員（地方公共団体等）、賛助会員（民間企業等）、特別会員（個人）から成立つ。会員数2,933（平成
26年3月1日現在）

○（公財）日本下水道新技術機構（下水道機構）は、学界、官界及び民間の知見や技術を集結し、下水道技術に関する研究及び
開発を促進するとともに、下水道事業への新技術の円滑な導入、普及等を進めていくことを目的に平成4年に設立、平成25年4
月に公益財団法人へ移行（現在の出捐団体98団体、賛助会員52団体)。

日本下水道新技術機構日本下水道協会

○主な業務内容 ○主な業務内容
・下水道の経営及び技術に関する調査研究
常時約80の委員会を行い、指針類・手引きを多数発行

（下水道施設計画・設計指針と解説、下水道維持管理指針、下水道用設計
積算要領、下水道事業における企業会計導入の手引き 等）

・下水道用器材・用品の規格研究及び検査・認証等（32認定資器材）
水道 関する研修 広報 啓発活動 等

・下水道に関する調査研究及び成果の普及
・下水道に関する技術の研究開発、審査、評価及び普及
・下水道に関する指導助言及び国際協力
・下水道に関する情報の収集、管理及び発信
・下水道技術に関する研修の実施

・下水道に関する研修、広報・啓発活動 等
○地方公共団体等と共同で実施した調査研究等（約1,600件）

○開発技術のマニュアル・資料（153技術）

○国のﾓﾃﾞﾙ事業、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等による地方公共団体の支援

（51事業、4ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、30ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ）（51事業、4ﾌ ﾛｼ ｪｸﾄ、30ｶ ｲﾄ ﾗｲﾝ）

○審査証明した民間技術（273技術）

○多様な経験を持つ技術スタッフ（現在33名）

○公平・客観的、専門技術的審議等を行う各種委員会（現在26委員会）

○成果の研修啓発（年間約1 200人を対象に研修会等を開催）

会議の様子 協会による検査

○成果の研修啓発（年間約1,200人を対象に研修会等を開催）

○積極的な情報発信（約2,900箇所に年4回機関誌等配布、約2,000箇所
に毎週メルマガ配信）

下水道事業における様々な課題等

4ホームページ:http://www.jiwet.or.jp/ホームページ: http://www.jswa.jp/

○地方公共団体では課題解決のための専門技術やノウハウ等が不足
○事業導入にあたって多種多様な民間技術の客観的評価が困難
○新技術の各地への普及啓発、国の政策の強力な促進



現在の下水道事業の補完者（下水道公社等、民間企業）
管理
体制

○下水道公社等は、主に都道府県における流域下水道処理場の維持管理の業務管理等を行うことを目的に設立。また、一部の

【参考】

下水道公社等では、市町村からの委託を受けて調査・設計、施工、維持管理の業務管理等を実施している。

○下水道に関係する主な民間企業として、計画、調査・設計業務を行うコンサルタント業者、施工を行う建設業者、施設業者、維
持管理を行う施設管理業者、管路管理業者等が存在する。

業界団体 会員数等 主な業務等

（一社） 115社 ○会員は、下水道に関する調査・計画・設

○下水道公社等は、都道府県において流域下水道の処理場維持管
理業務を委託するために、財団法人として設立。

下水道公社等 主な民間業界団体

全国上下水道コ
ンサルタント協会

約2,200名
※下水道部門の

技術者

○会員 、 水道 関する調 計画 設
計を実施するコンサルタント業者等

○協会では、水道及び下水道の技術に関
する調査研究及び上下水道技術者の育
成等を実施

ホームページ：http://www.suikon.or.jp/

○主な業務内容
・流域下水道の処理場維持管理業務
・下水道に関する知識の普及及び啓発
・下水道に関する技術等の調査・研究等
・下水道技術者の養成に関する（研修会・講習会の開催等）

（一社）
日本下水道
施設管理業
協会

125社
約14,000名
※技術職員

（維持）

○会員は、下水処理場等の施設管理を実
施する施設管理業者等

○協会では、下水道施設の維持管理技術
の改善向上、安全衛生対策等及び経営
の安定に関する調査研究等を実施

○都道府県において、下水道に特化した専門性の高い職員を確保す
る役割を担ってきた。

○近年は、行財政改革等に伴う廃止等も行われている。

の安定に関する調査研究等を実施
ホームページ：http://www.gesui-kanrikyo.or.jp/

（公社）
日本下水道
管路管理業
協会

正会員：476社
賛助会員：31社
約7,500名
※現場作業

○会員は、下水道管渠等の管理を実施す
る管路管理業者等

○協会では、下水道管路施設の管理（維持、
修繕 改築及びその他の管理など）に関

現在、下水道公社または
それに類する機関がある

過去にはあったが現在は
廃止された

29

9
協会 ※現場作業

従事者
修繕、改築及びその他の管理など）に関
する調査研究等を実施

ホームページ：http://www.jascoma.com/

（一社）
日本下水道
施設業協会

正会員：31社
賛助会員：5社

○会員は、下水処理場等の機械・電気設
備工事に関わるプラント業者等

○協会 は 下水処理設備の品質確保に

廃止された

現在も過去にも、下水道公社
またはそれに類する機関はない 9

施設業協会 ○協会では、下水処理設備の品質確保に
関する調査研究､官民相互理解・広報啓
発活動等を実施

ホームページ：http://www.siset.or.jp/
5※H25「下水道の事業運営のあり方に関する検討会」報告書をもとに国土交通省で加筆。

会員数等は、H25.8時点で各団体から収集した数字を記載。



管理
体制

○これまで、計画、調査・設計、施工、維持管理それぞれの段階で標準となる指針が存在し、また、補完体制が構築されていた。

新たな検討課題の増大、下水道サービス低下のおそれ

○今後、社会情勢の変化等を踏まえた新たな検討課題が増える中、適切な施設管理・経営管理及びその実現のための適切な管
理体制の構築がなされなければ、事故リスクの増大、経営状況の悪化等により、サービス水準の低下を招くおそれ。

【社会情勢の変化】【社会情勢の変化】
・人口減少、少子高齢化、財政状況の逼迫、大規模
地震等のリスク増大、集中豪雨の発生確率の増
加、エネルギー問題、温暖化の進行、水環境に対
する住民意識の向上、ICT技術の向上

【下水道事業環境の変化】
・普及率の向上、維持管理すべき施設の増加、施
設の老朽化、人口減少等に伴う使用料収入の
減少、下水道職員の減少

施工

このままいくと…

新たな検討課題がたくさん
［下水道事業環境の変化］

施

調査・設計

計画

施工

維持管理

新たな検討課題がたくさん
［社会情勢の変化］

［下水道事業環境の変化］
・未普及対策もまだまだ残されているのに改
築更新も増加。どうバランスをとるか考えな
いと 。

・施設が老朽化する中、事故や経営悪化につ
ながらないよう、限られた予算の中で最適な
維持管理の方法 頻度等を考えないと施工

計画

維持管理

調査・設計

［社会情勢の変化］
・人口減少等で使用料が減少、財政も厳しい中、
中長期的な視点で施設の適正な規模・配置や
使用料を考えないと。

・地震や集中豪雨など大規模災害への備えも考
えないと。

・省エネ、新技術の活用などを進めれば経営改善

維持管理の方法・頻度等を考えないと。
・この施設はいつまで使えるのだろう。

・技術力のある職員が退職してしまった中で、
これらの業務をどうやって進めるか考えない
と。

・維持管理や改築更新の必要性をどのように
住民に説明しよう？

経営悪化

事故等の
リスク増大

にもつながるのにとても手が回らない。
・住民のニーズをきちんと把握しないといけない。

住民に説明しよう？

経営悪化

6
持続的な事業管理に支障


